
(

※令和8年３月31日現在

メロン、いちご、しじみ、にら、栗、ねぎ、トマト、米、常陸牛

61,774

製造品出荷額等

2,959

④④特特産産物物

（令和４年６月１日）

（令和６年６月１日）

272

2,302

374

％

主業農家数

％

農業就業人口

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

老齢人口割合女

億円

計

13,033

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

有権者数

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

製造業

卸・小売業

従業者数
（R5.1.1～12.31）

61

事業所数

事業所数

年間販売額 
従業者数

269,230

（R3.1.1～12.31）

（令和２年２月１日）

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

16.5

3,239

第３次

農家数農業

2,029

（戸・事業所・人・百万円）

－

23.1 ％24,344

75.2

147,657

111,071

総額・総数 －

第２次

15,807

公営企業

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

長
令和9年4月26日

昭和30年２月11日　合併
長岡村　上野合村　川根村　沼前村
昭和33年３月５日　 編入
石崎村

任　　　　期

議　　　　長

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

副町長

小林　宣夫
期目

石毛　光子

歳）

②②地地勢勢・・風風土土等等

5

任 期

茨茨城城町町（（いいばばららききままちち））
法人番号 5000020083020

〒町章

〈 ＦＡＸ 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉 http://www.town.ibaraki.lg.jp/

〈 ＴＥＬ 〉

類型

〈 住所 〉 東茨城郡茨城町大字小堤1080番地
029-292-1111

311-3192

029-292-6748

面積

ibarakit@town.ibaraki.lg.jp
地方公共
団体コ－ド

121.58

〈e-mail〉

Ⅴ－1

一部事務組合加入事業
し尿　運動場　退職手当　消防賞
じゅつ金　交通共済　消防災害補償
非常勤公務災害　市町村会館管理
滞納処分等　ごみ　ごみ処理広域化
し尿処理施設設置

法適用（上水　工水
公共下水　農業集落排
水）

地域指定
都市開発（一部区
域）

＜＜行行政政組組織織＞＞ ＜＜概概要要＞＞

こばやし　のりお

①①沿沿革革

7788

ｋ㎡

就任回数

083020

人

　茨城県のほぼ中央に位置し、涸沼をはじめとする水と緑
の豊かな自然環境と、うるおいのある生活環境に恵まれた
田園都市である。
　茨城町のほぼ半数を占める農地では、メロン、いちごを始
め、さつまいもや栗など、温暖な気候と恵まれた土地を活か
して数多くの農作物を生産している。
　また、工業団地への企業誘致活動も積極的に行い、町内
に３つのICが存在する交通の便の良さから、農商工三位一
体によるバランスのとれた発展を続けている。

久保田　良一

（人）

副議長

条例定数

うち一般行政関係

根崎　敏夫

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

16令和9年12月20日

普通会計関係全職員数

現議員数 15

％

12,187

12,651

男

29,290

自民２人、公明１人、共産１人、無所属11人党　派　別

15,563

令和２年

地域手当
補正後
ラス指数

男

14,825

平成２７年

国勢調査

16,216

32,921

15,838

④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

313
16,705

世帯数

人

11,758

31,401

％

35.8

市町村内
総生産 1,477 億円

住民所得

人口1人当り住民所得 3,165

②②産産業業構構造造

15.0

25,684

人
口

区分

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

第１次

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

955

総生産額（令和５年度）

7.310,851 2,372

9,776

(百万円・人）

61.8

就業人口（令和２年国調）

千円

％

3,659

％

17,495

合計

女

34,513

11,187

区分
平成２２年

17,018

③③人人口口・・世世帯帯数数268309

令和6年4月1日全職員数
の  推  移

3,245 百円
一般行政職の
平均給料月額

令和5年4月1日

310

ラスパイレ
ス指数

174

311

令和4年4月1日

97.2

公営事業
会計関係

常住人口

14,465

41

97.2
（令和８年４月１日）

【町長】　－　【副町長】　－

町長公室　　 －秘書広聴課、地域政策課

総務部　－総務課、財政課、税務課

保健福祉部　－社会福祉課、長寿福祉課、こども課、保険課、健康増進課

生活経済部　－農業政策課、商工観光課、町民課、みどり環境課

都市建設部　－道路建設課、都市整備課、下水道課、水道課

【会計管理者】 －会計課

【教　育　長】 －

教 育 部 長　－学校教育課、生涯学習課、学校給食共同調理場

【議　　　   会】 －議会事務局

【農業委員会】 －農業委員会事務局

【消 　防 　長】 －消防次長  －総務課、予防課、警防課

11,356

66



汚水処理普及率 ％76.1

〈主要課題〉
・人口減少への対応
・保健・医療・福祉施策、子育て支援施策の一層の充実
・環境の保全と安全性の向上を重視した生活環境の整備
・特色ある教育・文化行政の推進
・農業を柱とした産業の育成と観光・交流機能の強化
・未来を見据えた便利で安全な生活基盤の整備
・協働のまちづくりと行財政改革の推進

〈特色ある行政〉
・健やかでやさしい健康・福祉のまち
・快適で安全・安心な生活環境のまち
・次代を担う人を育む教育・文化のまち
・活力と交流あふれる元気産業のまち
・未来への生活基盤が整ったまち
・みんなの力でつくる自立したまち

20 か所

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

内　　　容

町内に移住する若者世帯や子育て世帯
が住宅を建築・購入する場合に補助金を
交付し、移住・定住の促進を図る。

％

6

66.9

％

（百万円）

戸公営住宅

0

名　　称 概　 算
事業費

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

か所

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

期間

公民館等

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

％

標準財政規模（令和７年度）

百万円

[17,283]

[93.0]

( 350.0 )

-

5.9

89.7

8,620

9,939

百万円

[25,031]

将来負担比率

実質公債費比率

22.8 ％

5,137

[27.8]

[6.7]( 25.0 )

[5,771]

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

[7,792]

百万円

[0.666]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

経常収支比率

[23,010]

債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

百万円

財政力指数（令和７年度）

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

百万円

積立金現在高（C)

その他

924

39,300

実質単年度収支

区　　分

354

81

18.1

20.7

国庫支出金 2,731

増減額

27.1

－ 831

45

構成比

5.8

令和５年度決算

538,299

決算額 増減率

-

実質収支 498,999

△ 60,057

14,357,768

746,497

△ 297,107

＜＜財財政政状状況況＞＞

①①決決算算収収支支

単年度収支

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

△ 126,557

区分

（百万円・％）

令和６年度決算

（千円・％）

増減率

歳　　入 14,272,899 15,104,265

-

-

13,625,967

形式収支

5.4

-646,932

歳　　出

826

31

歳歳　　　　　　入入 15,104

うち臨財債

4,089地方税

投資的経費

地方交付税

5.4

2,564人件費

扶助費

公債費

396

△ 45

△ 33

△ 5.2

204 3.343.9

11.6

10.1

0.2

3,127

－

義務的経費

収入額

（

291,371

[98.8]

96.6

△ 51.6

4,331

577

地方債

732

60

28.6

うち繰入金 3.8 1

園

か所

0

道路改良率

90.5

か所

（千円・％）

徴収率
[  ]は県平均値

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

6.9（

調定額

）

1,352,273

32.1 (

1,306,563

99.6

区分

9.3

14.1

108

6.4 6

90

16.3

3.3

284

5.5

19.6

5.8

1.1

14.9

2.7

％

[97.0]

( 7.1 ）

32.0 ）

2,030,469

）(

プ－ル

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

か所

0

1

か所

[97.4]

96.9

か所

体育館

病院・一般診療所

上水道等普及率

市町村税合計
（国保除く）

老人福祉施設

0

23

19.3

250

幼稚園 ※１

図書館

児童館

道路舗装率

2

4,218,337

中学校 ※１ 校

か所

認定こども園 ※１ 園

校

保育所 ※１ 3

4

校義務教育学校 ※１

市町村民税・個人
（構成比）

市町村民税・法人
（構成比）

292,642

）

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

4,089,297

96.52,104,712

小学校 ※１ 4

49.9（

固定資産税
（構成比）

[97.4]49.7）

連結実質赤字比率

2,807

歳歳　　　　　　出出

332

445

普通建設事業費

うち補助

1,365

6,295

うち単独

実質赤字比率

③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

1,340

その他の経費 6,035

14,358

49.7

0.591

4.4

14.1

17.9

4.6

42.0 4.2244

(13.66 )-

9.5

2,024

666

2,028

19.6

0.7

移住者新築住宅
等取得補助事業

うち繰出金

R８

・・健健全全化化判判断断基基準準

6

5,790

9,286

△ 14.7△ 115

％

％ (18.66 )

11

％

0.8

新広域し尿処理
施設整備事業

R８

笠間市と茨城町が設立した「茨城県央環
境衛生組合」において、し尿及び浄化槽
汚泥を適正に処理する新たな広域し尿処
理施設の整備を進める。

44

道路新設改良事
業

R８
日常生活の利便性を高めるため、快適に
移動できる道路を整備する。 203

文化交流会館整
備・管理運営事
業

R８

令和８年９月の開館に向け、ネットワーク
通信環境整備を実施し、町民の文化・芸
術の振興及び地域交流の拠点として、魅
力ある施設運営を目指す。

113

小学生学校給食
費無償化事業

R８

令和６年度から開始した中学生の学校給
食費無償化に加え、子育て世帯への更
なる支援として、小学生の学校給食費完
全無償化を実施する。

68

67


